法務・総務のための社内研修資料20選　｜　第19回
ケースワークブック
契約締結権限・押印・電子契約・契約管理　8ケース（研修・グループ討議用）
各ケースの場面を読み、確認の視点に沿って自分の考えを記入します。記入後に講師解説・解答集と照合してください。

研修タイトル：契約書研修｜締結権限・押印・電子契約で失敗しないための基礎
法令・制度基準日：2026年6月18日　／　対象：全社員・契約担当者・管理職
	進め方
(1) 場面と着眼点を読む → (2) 確認の視点と対応を記入する → (3) グループで討議しメモを残す → (4) 解答・解説集および対応スライドで確認する、という流れで使います。
正解を一つに絞ることが目的ではありません。「何を確認し、誰に相談し、何を独断しないか」を言語化することが目的です。締結権限・有効性・印紙税・電子署名の効力の最終判断は現場で行いません。


ケース1　担当者がメールで「契約成立」と言ってしまう
	場面と着眼点
営業担当者が、法務審査・社内稟議が終わる前に、取引先へ「この条件で契約成立でお願いします」とメールで返してしまった。契約書はまだ押印・電子署名されていない。
担当者メールでも、状況によっては合意が成立したと評価されるリスクがあります。一方で「メールだけなら絶対に成立しない」とも言い切れません。


確認の視点と対応（記入）
	契約締結の場面（類型・金額・当事者）
	

	自社側の締結権限の確認
	

	相手方側の締結権限の確認
	

	社内承認・稟議・取締役会決議・委任状の要否
	

	押印・電子契約で確認すべきこと
	

	印紙税・原本管理・電子契約ログの確認
	

	契約台帳・更新期限・保管の確認
	

	何が問題か
	


	既に起きた場合の初動／報告先
	


	現場が独断してはいけないこと
	

	再発防止策
	



	グループ討議メモ（討議で出た意見・気づき）




講師解説参照：解答・解説集の該当ケース　／　対応スライド番号：________
ケース2　部長名義で高額契約を締結しようとする
	場面と着眼点
事業部長が、数億円規模・5年契約の業務提携契約を自分の名義で締結しようとしている。社内の職務権限規程では、一定金額以上は役員承認または取締役会付議が必要とされている。
肩書だけで締結できるとは限りません。重要な財産の処分・多額の借財等は取締役会決議が問題になり得ます。


確認の視点と対応（記入）
	契約締結の場面（類型・金額・当事者）
	

	自社側の締結権限の確認
	

	相手方側の締結権限の確認
	

	社内承認・稟議・取締役会決議・委任状の要否
	

	押印・電子契約で確認すべきこと
	

	印紙税・原本管理・電子契約ログの確認
	

	契約台帳・更新期限・保管の確認
	

	何が問題か
	


	既に起きた場合の初動／報告先
	


	現場が独断してはいけないこと
	

	再発防止策
	



	グループ討議メモ（討議で出た意見・気づき）




講師解説参照：解答・解説集の該当ケース　／　対応スライド番号：________
ケース3　相手方担当者の権限が不明
	場面と着眼点
取引先の営業担当者が、会社名入りのメールで契約条件を承諾しているが、代表者ではなく、委任状もない。契約書の署名欄も担当者個人名になっている。
相手方の署名者が代表者か代理人かを確認します。権限が不明なまま進めると、後で効力を争われるおそれがあります。


確認の視点と対応（記入）
	契約締結の場面（類型・金額・当事者）
	

	自社側の締結権限の確認
	

	相手方側の締結権限の確認
	

	社内承認・稟議・取締役会決議・委任状の要否
	

	押印・電子契約で確認すべきこと
	

	印紙税・原本管理・電子契約ログの確認
	

	契約台帳・更新期限・保管の確認
	

	何が問題か
	


	既に起きた場合の初動／報告先
	


	現場が独断してはいけないこと
	

	再発防止策
	



	グループ討議メモ（討議で出た意見・気づき）




講師解説参照：解答・解説集の該当ケース　／　対応スライド番号：________
ケース4　角印だけで契約を進める
	場面と着眼点
相手方から、代表者名の記載がない契約書に会社の角印だけが押されて返ってきた。担当者は「社印があるので問題ない」と考えている。
角印（社印）だけでは権限確認として不十分なことがあります。代表者名の記載や権限確認を併せて行います。


確認の視点と対応（記入）
	契約締結の場面（類型・金額・当事者）
	

	自社側の締結権限の確認
	

	相手方側の締結権限の確認
	

	社内承認・稟議・取締役会決議・委任状の要否
	

	押印・電子契約で確認すべきこと
	

	印紙税・原本管理・電子契約ログの確認
	

	契約台帳・更新期限・保管の確認
	

	何が問題か
	


	既に起きた場合の初動／報告先
	


	現場が独断してはいけないこと
	

	再発防止策
	



	グループ討議メモ（討議で出た意見・気づき）




講師解説参照：解答・解説集の該当ケース　／　対応スライド番号：________
ケース5　電子契約の署名者と承認者が違う
	場面と着眼点
電子契約サービスで契約締結依頼が届いた。相手方の社内承認者は部長だが、実際に電子署名したメールアドレスは別の担当者である。監査ログの確認もしていない。
電子契約でも署名者本人・権限・メールアドレス・監査ログ・締結完了証明の確認が必要です。


確認の視点と対応（記入）
	契約締結の場面（類型・金額・当事者）
	

	自社側の締結権限の確認
	

	相手方側の締結権限の確認
	

	社内承認・稟議・取締役会決議・委任状の要否
	

	押印・電子契約で確認すべきこと
	

	印紙税・原本管理・電子契約ログの確認
	

	契約台帳・更新期限・保管の確認
	

	何が問題か
	


	既に起きた場合の初動／報告先
	


	現場が独断してはいけないこと
	

	再発防止策
	



	グループ討議メモ（討議で出た意見・気づき）




講師解説参照：解答・解説集の該当ケース　／　対応スライド番号：________
ケース6　自動更新の解約通知期限を見落とす
	場面と着眼点
1年契約のSaaS利用契約に自動更新条項があり、解約するには満了日の60日前までに通知が必要だった。担当者が期限を見落とし、さらに1年間更新されてしまった。
契約台帳と期限アラートがないと、不利な自動更新を防げません。引継ぎ・保管場所も論点です。


確認の視点と対応（記入）
	契約締結の場面（類型・金額・当事者）
	

	自社側の締結権限の確認
	

	相手方側の締結権限の確認
	

	社内承認・稟議・取締役会決議・委任状の要否
	

	押印・電子契約で確認すべきこと
	

	印紙税・原本管理・電子契約ログの確認
	

	契約台帳・更新期限・保管の確認
	

	何が問題か
	


	既に起きた場合の初動／報告先
	


	現場が独断してはいけないこと
	

	再発防止策
	



	グループ討議メモ（討議で出た意見・気づき）




講師解説参照：解答・解説集の該当ケース　／　対応スライド番号：________
ケース7　電子契約だから印紙税確認不要と判断
	場面と着眼点
担当者が「電子契約なら印紙税は絶対に考えなくてよい」と判断し、後日、紙の変更契約書・注文請書・契約書控えを作成したが、印紙税の確認をしていなかった。
電磁的記録は印紙税の「文書」に当たらない一方、紙の変更契約書・注文請書・控えは別途検討が必要です。現場で断定しません。


確認の視点と対応（記入）
	契約締結の場面（類型・金額・当事者）
	

	自社側の締結権限の確認
	

	相手方側の締結権限の確認
	

	社内承認・稟議・取締役会決議・委任状の要否
	

	押印・電子契約で確認すべきこと
	

	印紙税・原本管理・電子契約ログの確認
	

	契約台帳・更新期限・保管の確認
	

	何が問題か
	


	既に起きた場合の初動／報告先
	


	現場が独断してはいけないこと
	

	再発防止策
	



	グループ討議メモ（討議で出た意見・気づき）




講師解説参照：解答・解説集の該当ケース　／　対応スライド番号：________
ケース8　契約締結後に台帳登録しない
	場面と着眼点
契約書は電子契約で締結済みだが、PDFを担当者の個人フォルダに保存しただけで、契約台帳には登録していない。契約金額・終了日・更新期限・支払条件・秘密保持期間も管理されていない。
PDF保存だけでは原本管理・台帳登録・期限管理を満たしません。担当者退職時の引継ぎリスクも大きい論点です。


確認の視点と対応（記入）
	契約締結の場面（類型・金額・当事者）
	

	自社側の締結権限の確認
	

	相手方側の締結権限の確認
	

	社内承認・稟議・取締役会決議・委任状の要否
	

	押印・電子契約で確認すべきこと
	

	印紙税・原本管理・電子契約ログの確認
	

	契約台帳・更新期限・保管の確認
	

	何が問題か
	


	既に起きた場合の初動／報告先
	


	現場が独断してはいけないこと
	

	再発防止策
	



	グループ討議メモ（討議で出た意見・気づき）




講師解説参照：解答・解説集の該当ケース　／　対応スライド番号：________
まとめ：8ケースに共通する行動
1. 締結前に、契約類型・金額・期間・リスクと、自社/相手方の締結権限・社内承認を確認する。
1. 押印・電子契約では、押印種別/署名者・権限・認証・ワークフロー・監査ログ・締結完了証明を確認する。
1. 印紙税は紙・電子・変更契約書・注文請書・控えの扱いを現場で断定せず、経理・税務へ相談する。
1. 締結後は台帳登録・期限アラート・保管・引継ぎを行い、PDF個人保存だけにしない。
1. 問題に気づいたら、隠さず・消さず・改ざんせず、証拠を保全して速やかに報告・相談する。
1. 締結権限・有効性・電子署名の効力・印紙税・取締役会決議要否は、現場やAIで最終判断しない。
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